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確　認　結　果　通　知　書

　　　　　　　　　　　　　様

京都府知事　　　　　　　　
　平成　　年　　月　　日付けで環境配慮企業確認書交付実施要領（以下「実施要領」という。）第３条の規定による申請のことについて、下記のとおり確認をしましたので、通知します。
記

１　環境配慮企業としての確認
· 環境配慮企業として適格と認める

· 環境配慮企業として適格と認められない

２　理由
· 事業所における主要な設備において省エネルギーに資する改修工事を実施しようとする者又は過去３年以内に実施した者（実施要領第２条第２項ア関係）

· 国際標準化機構（ＩＳＯ）の国際標準規格「ISO14001」、ＫＥＳ認証機構の環境認証「ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード」と同等の環境マネジメントシステムを運用し、温室効果ガスの排出削減に寄与する取組を進めている者（実施要領第２条第２項イ関係）

· 国際標準化機構（ＩＳＯ）の国際標準規格「ISO14001」又はＫＥＳ認証機構の環境認証「ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード」の認証申請中の者（実施要領第２条第２項ウ関係）

· その他知事が適当と認める地球温暖化対策を実施していることが確認できる者（実施要領第２条第２項エ関係）
　□　その他
　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３　有効期間
　　平成　　年　　月　　日から平成　　年３月３１日
(教示)　1　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、京都府知事に異議申立てをすることができます。
　　　 　2　この処分については、この処分があったことを知った日(1の異議申立てをした場合は、当該異議申立てに対する処分があったことを知った日)の翌日から起算して6箇月以内に、京都府を被告として(訴訟において京都府を代表する者は、京都府知事となります。)京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。
